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［研究ノート］
需給斉合と
製品政策をめぐる若干の問題 (1)
陶山計介
I.問題の所在
市場需要が全体として低迷するなかで消費構造は「高度化」し，消費者ニ
ーズも「個性化」，「多様化」，「ファッション化」の度合いを強めている。流
通課業の性格と内容の変化に対応するかたちで寡占企業間の差別的優位性の
獲得にむけた競争はますます多様化するとともに激化しつつある。ここにあ
って企業にとってのいわば死活的な意義をもって登場してきたのが，マーケ
ティング戦略であり戦略市場計画の展開である。
一連のマーケティング戦略のうちで中核的な戦略はやはり市場需要の開
拓・創造であろう。変化する消費者ニーズをある場合には前提として受容し
またある場合には意識的に操作しながら企業にとっての新しい市場機会を生
み出すのである。そこにおいては，新製品開発，製品差別化，市場細分化，
計画的陳腐化，製品多様化など製品関連のマーケティング活動＝製品政策が
大きなウエイトを占める。それは消費者と企業のあいだの需給のいわば結節
点としてそれに「実体的」基礎を提供しているといえよう。従来よりマーケ
ティング活動の有効性の検討，いいかえると消費者利益ないし欲求充足とい
う観点からマーケティングの本質把握をおこなうために製品政策がとりあげ
られてきた一般的な理由もそこにあると思われる。
しかし，本稿で製品政策をとりあげた意固はそれだけではない。前雀も
（1) 拙稿「VMSにおける流通成果と有効性基準」日本商業学会年報「流通研究の
パラダイム」 1985年。
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「流通システム・レベルの有効性＝公正」視点からの垂直的マーケティン
グ・システム (VMS) における流通成果の評価が可能であるとすればそれ
はどのようなものか，について試論的に考察したが，そこで示された問題意
識のうちの1つを引継いでいる。
VMSは，寡占的製造企業によるマーケティング活動の展開としての流通
チャネル組織化＝支配の行動体系であるが，消費の多様性，複雑性，不確実
性を「適応的取揃え能力」によって個別的に吸収・処理するなかで差別的な
価値実現をおこなう。それを組織・制度面で可能にしたといわれるのが，経
営諸資源の集積と「分化＝統合」原理に支えられた流通チャネルの組織再
編・計画化とその結果としての統制・管理水準の向上である。同時に，そこ
では明示的に言及されてはいないが， それを内容的・「実体的」に保証する
ものはマーケティング諸政策でありその1サプシステムとしての製品政策に
ほかならない。しかし，そうした試みが消費者費用・利益という観点からみ
て積極的に作用しているかどうかについてはさらに検討の余地があるとし，
たとえば消費需要の多様性の個別的吸収がその私的性格の故に需要操作の側
面をもち消費者が本来的に有している多様性への志向と衝突しないかという
疑問を提示した。本稿は，この点を一方で製品政策の具体的な展開と，他方
で消費者のそれにたいする一定の評価＝欲求充足水準についての主観的な評
価とをつき合わせるかたちで少し立入って考察しようとするものである。
その場合，製品政策の具体的な展開とその結果もたらされる製品群が消費
者の欲求構造に適合的かどうか，適合の内容と水準はいかなるものかを確定
するための理論的枠組みが不可欠となる。ここではそれらの問題を解明して
いくうえで有力な概念装置を提供していると思われる W.Aldersonの「需
(2) 
給斉合」論および「差別的優位性」についての考え方を手がかりにする。
(2) W. Alderson. Marketing Behavior and Executive Action, Richard D. 
Irwin, Inc., 1957. （石原・風呂・光澤•田村訳「マーケティング行動と経営者
行為」千倉書房， 1984年）一一以下， Alderson(1957Jと略記， DynamicMar-
keting Behavior, Richard D. Irwin, Inc., 1965. （田村・堀田・小島・池尾訳
「動態的マー ケティング行動」千倉書房， 1981年）一一同 Alderson(1965. J 
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また，「消費者志向の製品コンセプト」を定立しようとするためには，消
費者側での価値観やライフ・スクイル，各製品群にたいする属性評価がどの
ようになっているのかという点と，製造企業側ではこのような消費者ニーズ
に応えるための「指導原理」の有無や「顧客志向」的な企業全体の組織化・
システム化の存否，の両面からのアプローチが必要である。また，製品概念
自体についてもその集計水準， 使用価値的内容， PLCといった問題が考慮
されねばならない。以下では，製品政策を，（1）製品そのもの，（2）消費者の二
ズー，（3）企業の行動原理と組織・制度，の3つのアスペクトから論じること
にする。その際，製品政策をめぐるこれらのアスペクトにおける具体的な実
(3) 
態については，横田澄司氏の『効率的マーケティング活動の分析』における
実証分析の結果のうちの「製品」に関わる部分を主にとりあげながら検討を
進めていくことにする。同書では，マーケティング活動に企業の論理だけで
なく地域社会や生活者・消費者などへの「社会的貢献」を通じた「高度な文
化生活の演出」という課題をも付与すべきであるとの観点に立って，現実の
多面的なマーケティング活動が主として機能的相互依存開係より解明されて
いる。
JI.需給斉合と製品政策の意義
(1) マーケティングと需給斉合
マーケティングの下位機能領域としては一般的に， 製品， チャネル・物
流，価格，広告，販売促進・プロモーション，市場調査，人的販売など多様
(4) 
な戦略ないし政策があげられよう。それは「現代マーケティング戦略空間」
が多様な展開を示していることのあらわれでもある。それだけにこの戦略空
間のなかで各機能領域の位置づけや性格，意義を明確にしておくことが不可
欠である。このことはまたマーケティングの本質規定や基本機能についての
一定の認識を要請せざるをえない。さしあたりマーケティングの本質を資本
(3) 横田澄司「効率的マーケティング活動の分析」同文舘， 1985年。
(4) 田村正紀「マーケティング行動体系論」千倉書房， 1971年。
66(424) 第 30巻第4•. 5号
主義の独占段階ないし寡占休制のもとでの独占資本＝寡占的製造企業による
(5) 
市場獲得＝支配の経営行動ととらえつつ，ここではそれを生産者から消費者
や顧客への財（・サービス）フローの操作・規制過程との関わりでみること
にしよう。寡占的製造企業が自己製品の差別的価値実現をはかる行動に媒介
されて価値＝使用価値の交換という実休的過程はいかなる規定性を受けるの
かということにほかならない。
この点を考察しようとする場合にまず注目すべき先駆的な業績として，
「斉合 (matching)」と「品揃え形成 (Sorting)」についての Aldersonの
研究があげられよう。
Aldersonは，マーケティング過程の基礎をなす交換をその両取引当事者
が自己の保有する品揃え物 (assortment)の効用を増大させるためにおこ
なう人間行動ないし行為とみなす。 品揃え物は， 「それぞれの財が直接的に
相互に補完をなすか，あるいは全体としての将来の不慮の事態に対処する一
定の能力を所持するところの2種類以上の異なる財の集合」である。それは
「特定個人あるいは集団の欲求を充足する目的に合わせて集められた」財集
合という意味で，「自然の状態で発生」する単なる集塊物 (conglomeration)
(6) 
とは異なる。この品揃え物を互いに改善する過程が交換にほかならない。
需要と供給は高度の異質性と空間的分散を伴なわざるをえないが，両者を
形成するそれぞれの部分単位を「対」として整序することが財の斉合であ
る。マーケティングの究極の目標はこの需給斉合過程にあるといってよい。
斉合の基本的な方法には， （1）形態付与 (shaping), (2)適合調整 (fitting),
(3)品揃え形成 (sorting)の3局面がある。形態付与は， 生産物に特定の使
用に適合すべき形態を付与することであり，適合調整は，形態付与を受けた
(5) 森下二次也「ManagerialMarketingの硯代的性格について」「経営研究」第
40号， 1959年2月，荒川祐吉「現代配給理論」千倉書房， 1960年，橋本懃「マー
ケティングの成立と展開」森下二次也•荒川祐吉編「体系マーケティング・マネ
ジメント」千倉書房， 1960年などを参照。
(6) Alderson (1957J p.195, pp. 199-200. （訳223,229-230ペー ジ）。
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標準的生産物を個人ないし特定の使用状況に適合するよう調整することにほ
かならない。 Aldersonは，これらをいずれも生産過程に属する機能とみな
す一方， 「マーケティングの主要領域 (domain)」を第3の品揃え形成に求
める。各種の生産物の利用可能な供給から出発し，品揃え形成を中核とする
(7) 
最終的な効用創出過程がそれである。
品揃え形成は，投入される生産物集合をより高い欲求充足能力をもつ新し
(8) 
い集合に変換する操作であり，次の4側面の活動から構成される。第1は，
仕分け (sorting-out)で，欲求充足可能性からみてほとんど無意味な状態に
ある財の異質的累積を同質的な財貨の多数の小集合に分類する操作である。
ここで重要なことは分類標準の設定とそれにもとづく格付けである。第2の
集積 (accumulation)は，同質財貨の小集合を結合して若千の同質財貨の大
集合を形成する活動で，輸送・保管といった物流の合理化が問題となる。第
3は， 配分 (allocation)であるが， この大集合を仕分けの結果生じる集合
とは異なった結合をもつ同質的な小集合に分割する操作のことである。この
場合は配分原理の適切な適用が重要である。第4は，その小集合を欲求適合
的な異質の財貨集合に再結合する操作が取揃え (assorting)である。これら
一連の操作活動を経て望ましい財貨集合としての品揃え物が形成される。
交換は単なる価値移転ではなく「すべての生産物の使用価値をそれ以前よ
りも増大させる」， とAldersonがいう場合，その使用価値は消費者の欲求
を充足する可能性（効用）を意味している。また，消費者の欲求を充足する
のは個々の財ではなく各財の一定の「組合わせ」にほかならないこと，消費
者の欲求という場合，各消費者の個別的な欲求ではなく一定の構造をなす複
合的なものとしての欲求または需要であるという主張も大きな特徴の1つで
ある。荒川祐吉氏の言葉を借りれば， 「個々の財がある一定の社会経済的環
境の下に，それ自体としてもつ客観的な有用性ないしは有用物としての存在
それ自体を意味する本来の使用価値ではなく，個別財が集団となったときに
(7) Ibid., p. 195, 199. (223, 228ページ）。
(8) Ibid., pp. 199-211. (228-242ページ）。
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それがまさに集団化されているために，そのこと自体から独自の有用性がつ
(9) 
くり出される」ということである。このような特殊な有用効果を生み出す財
の集団が品揃え物である。
Aldersonにあってはマーケティング機能の核心は個々の財についての使
用価値実現や輸送・保管といった物的流遥ではなく，品揃え形成，いいかえ
ると「特定の構成をもつ財の集団の形成によって独自につくり出される需要
(10) 
への適合化という独自の有用的効果の産出」におかれる。もちろん，マーケ
ティング過程を寡占的製造企業による差別的価値実現＝価値の形態転化と使
用価値の移転の統一的過程として把握する方法論的見地からすれば，もっば
ら後者だけに注目しマーケティングをいわば技術的過程に解消しかねないこ
(11) 
のAldersonの理解をそのままのかたちで肯定することはできない。そうし
た留保条件つきながら Aldersonの「品揃え形成」論の意義は，基本的に，
それまでのマーケティング論においては明確にとりあげられることのなかっ
た需給間の財の量的・質的懸隔の品揃え物を媒介とする架橋が独自の機能と
(12) 
して登場したことに求められよう。
そのことは次の二様の意味において解釈される。第1に，財の供給面にお
ける大量化，質的多様化と需要面における異質化，高品質志向の強まりのな
かで需給間の財の量的・質的懸隔が拡大し， もはや個別的な財の使用価値
（・価値）レベルではその斉合が直接には困難であるという隠識がその背後
にある。そこには， 荒川氏も指摘されたように， 「独占間競争の激化，市場
獲得競争の激化とその競争形態の技術革新競争への転化，それに伴なう新製
(13) 
品競争の展開」といった事態の進行が作用していることも明らかである。
第2に，しかし，マーケティング主体＝寡占的製造業者がそうした制約の
(9) 荒川祐吉，前掲書， 154-155ペー ジ。
(10) 同上書， 162ペー ジ。
(11) 同上書， 150ペー ジを参照。
(12) 同上書， 161-163ペー ジ。
(13) 同上書， 162ペー ジ。
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突破，すなわち寡占間競争のなかで差別的優位性を発揮して価値形態転化を
実現するためには，財の集合である品揃え物の取揃えレベルで問題を処理せ
ざるをえないということである。 しかも， そこにおける問題の処理のされ
方＝品揃え形成活動のあり方は， Aldersonによれば， 「マーケティングを
(14) 
供給者の観点または消費者の観点のどちらからみるかの決定側面」をなして
いる。こうした点について製品政策の意義との関わりで少し立入って検討し
てみよう。
(2) 「品揃え物のソゴ」と製品政策の意義
Aldersonにおいて需給の斉合とりわけ品揃え形成をマーケティングの基
本機能とするのは，財の供給と需要のあいだの量的・質的懸隔の存在であっ
た。 これが「品揃え物のソゴ (discrepancyof assortment)」にほかなら
ない。
生産者から消費者にいたる財の流れの各段階に応じてそれぞれの段階にと
っての便宜あるいは生産的な財の連繋の内容は変化する。いいかえると品揃
え物の構造や内的整合性は，その品揃え物が帰属する集団を構成している個
(15) 
人個人の目的に役立つように編成されざるをえない。このことから生産者の
ストック，中間媒介者のストック，消費者の品揃え物は量的・質的な懸隔を
ともなうのである。 そのなかでも Aldersonによって「最も根幹的なソゴ」
とみなされているのは，生産者およぴ消費者のあいだのそれである。生産者
の品揃え物は生産の「便宜」， 「操作技法」， 工場設備，労働力，原材料の最
も効果的な使用という観点から形成される。 そこでの特徴は専門化， 大量
(14) Alderson (1965] p. 34. (40ペー ジ）。その意味は， 品揃え形式という活動の
うちに供給側の品揃え物あるいは消費側のそれのいずれかを基準＝固定的なもの
とみなしていま 1つの品揃え物をそれに合うように再編するという考え方が内包
されているということであろう。この点は需給斉合の重要なボイントの1つであ
るが，個別商品レベルでも同様の問題が存在するのであり，なぜ商品集合レペル
でないとこのように言えないのかについての Aldersonの主張は説得的ではな
い。
(15) Alderson (1957] p. 196. (224ペー ジ）。
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性，標準化，同質性，定型性などである。これにたいして消費者のもとでの
品揃え物は，「使用の技法」，消費者の購買慣習や便宜性に従い，かれらの差
別的な欲求を充足するために少量性，個別性，多様性，非定型性などをその
(16) 
特徴とする。
この「品揃え物のソゴ」が品揃え形成ないし取揃え機能の必要性をもたら
すのであるが，これらの概念は供給の始発的源泉と最終消費者のあいだの流
通チャネルの構造が適正かどうかを判断する理論的枠組みの1つでもある。
Aldersonも小売商や卸売商など中間媒介者＝組織の数やクイプを主として
決定する要因が品揃え形成の必要性であり，その費用効率的な遂行への考慮
(17) 
である， とのぺている。「品揃え物のソゴ」がマーケティング諸組織相互の
垂直的統合を強く制約すること， また， それが大であればあるほどその調
整・適合のための活動は漸次的・継起的に多数の段階を通じておこなわれね
(18) 
ばならないこと，などが指摘されよう。しかし，消費者の欲求や需要への適
合水準を高めかつ流通費用を節減するためには「社会的品揃え物」の形成，
すなわち独自の「指導原理」にささえられた独立的な製造業者と中間媒介
者＝中間商による流通チャネルの構成が常に有効であるとはいえない。需給
斉合の効率的な遂行条件を「伝統的なマーケティング・システム」＝「中間商
品揃え」およぴ「垂直的マーケティング・システム (VMS)」＝「製造業者品
(19) 
揃え」の双方について検討することが必要であろう。この点との関連では以
下の考察は，効率視点＝流通費用の節約とはさしあたり区別されるものとし
ての「製造業者品揃え」の有効性の理論的な検討作業の1つにすぎない。
(16) Ibid., pp. 215-217, (248-250ページ）， Alderson(1965J pp. 78-80. (87-88 
ペー ジ）。
(17) Alderson (1957J p. 211. (243ペー ジ）。
(18) Ibid., p. 216. (249-250ペー ジ）。
(19). Cf. Ibid., pp. 217-225. (250-260ページ）。このうち中間商品揃え物による流
通費用節約については他に，荒川祐吉，前掲書， 158-161ページ，鈴木安昭•田
村正紀「商業論」有斐閣， 1980年， 69-74ページ，小島健司「取り揃え活動と情
報」日本商業学会年報「流通と情報」 1983年， 25-37ペー ジ，などを参照。
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さて， Aldersonにあっては品揃え物の有用性は多数の財の組合わせその
ものから生じるのであって，それを構成する個別財の有用性とは区別されて
いた。最終品揃え物（消費者在庫）は将来の予期しえない事態に備える「希
望と期待」のもとに収集されたものである。したがって，品揃え物の価値と
りわけ中間商品揃え物（商業在庫）の価値は，そうした消費者のもつ緊急性
と蓋然性への対処いいかえると消費者（および他の商人）に1つの可能な代
(20) 
替案＝選択肢を提供しうる能力の水準に求められることになる。供給と需要
のあいだで「1対1」ないし「1対多」の組合わせを成立させることを最終
の目的としながらも直接にそれを達成することが困難かつリスクが大きいこ
とから，いわば迂回的に「多対多」の対応関係を意識的に形成しその結果と
してそうした組合わせを実硯しようというものである。これが個別財の集団
化自休から生じるといわれる「有用性」の内容にほかならない。品揃え物を
(21) 
「ある流通機関がとりあつかう財の種類」と規定するとしても，その財の集
合がもたらす「将来の不慮の事態に対処する一定の能力」という品揃え物の
含意が個別財と全休財との関連において念頭におかれる必要があろう。
しかし，個々の財そのものももちろん基本的には消費者の何らかの欲求を
充足する手段として一定の有用性を有する。あるいは財の供給者は自己の商
品が売れるためにも主観的にではあれ消費者の欲求充足能力をその商品に付
与せざるをえない。そのことを前提にして，ある 1時点においてもし需要者
サイドでの不確実性をともなった多様性，複雑性，したがって消費者品揃え
(20) Alderson (1957J pp.196-1'iY7，（224-225ページ）， Alderson(1965J p. 47. 
(55ベー ジ）。
(21) 鈴木安昭•田村正紀，前掲書， 67ページ。一方， Alderson の品揃え形成のバ
ランス指数 (indexof sorting balance)，すなわち，アイテム・フロー／ （製品
総供給元数十顧客数）が取揃えの能率化の測定となりうるかどうかに関連して，
より多くの注文件数や品目数を扱うことと需要者欲求への適合度とを区別しなけ
ればならないという指摘（荒川祐吉，前揚書， 160-161ページ）は正しいとして
も，本文の脈絡との関わりではアイテム・フローの量的水準の意義は過小評価さ
れてはならない。
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物の複合的で多面的な構造を供給者サイドがある一定の度合で確定できると
すれば，いいかえると，各個の提供される財が個々の消費需要なり集合とし
てのそれに個別的に対応できるとすれば，供給者サイドでのあらかじめ斉合
の予定されていない品揃え物を考える必要はない。直接に「1対1」または
「1対多」のかたちで組合わせが成立するからである。もちろん，このいわ
ば「直接的な」需給吝合の現実的可能性は，消費者の需要情報の供給サイド
へのフィード・パック過程， 生産者品揃えの確定と現実の財供給とのタイ
ム・ラグ，消費者の欲求そのものの時系列的変化と予測精度といった時間要
素，そうした需給斉合をおこなうための情報収集・処理費用や供給体制の不
断の変更に支出される経費といった諸経営資源の支出能力など一連の追加的
な変数が考慮されなければならないであろう。
製品政策は， マーケティング・ミックスの他の下位機能領域とくらべる
と主に販売の使用価値的側面からではあるが，そうした「直接的な」需給斉
合をおこなうマーケティング活動として位置づけられているといえよう。そ
れは，基本的には消費者の必要や欲求に合致・適合する方向での新製品の開
発や既存製品の改良など製品ミックスの効率的な提供に関する活動によって
マーケティングの「実体的」＝製品的基礎を与えるものである。 この点に品
揃え形成との関わりでの製品政策の意義が見出せる。それはつきつめれば，
生産者と消費者のあいだの中間媒介過程における品揃え形成をまったく必要
としないかあるいは少なくともそれを需給斉合にとっての第一義的な存立条
件としないような生産者品揃えを可能にしうるかどうかということに帰着す
るであろう。ここにおいて製品政策は大きな役割を果たすことが期待されて
いる。
この点との関連でいうと Aldersonの「需給斉合」論における製品政策
の位置づけは修正されねばならない。後にもみるようにAldersonは，企業
間の差別的優位性を追求する競争において製品差別化や市場細分化といった
マーケティング政策の重要性を強調している。そこで問題にされているのは
品質や効用など製品それ自体の形態＝特性やそれをとりまく諸条件と消費者
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需要の適合性の有無であった。にもかかわらずさきにみたように，需給斉合
は形態付与，適合調整，品揃え形成の 3局面からなるが，最初の 2局面を生
産物の形態および特定の使用目的にたいしての生産物の調整に関わるいわば
物的生産とみなして「マーケティングの主要領域」から排除してしまった。........... 
マーケティングは「各種の生産物の利用可能な供給から出発し，品揃え形成
がその核をなす過程を通じて最終的な効用を創出する」（傍点引用者）こと
(22) 
に限定される。
もちろん，財の一定の形態をつくり出す活動，本来の使用価値の創造その
ものは生産活動である。とはいえ，その生産活動は対市場開連でいうと決し
て一方向的ないし静態的な過程ではなく，それを最終盤要に方向づけながら
需給斉合を意識的に展開する行動と有機的に結合されねばならない。 Alder-
son自身の言葉でいうと， 「製造活動は消費者の必要に適合させるために行
われる財に対する形態付与の単なる補助的方法にすぎない。それはむしろマ
ーケティング操作の構造のなかに位置づけられるべきものであって，その逆
(23) 
ではないのである。」ここにはマーケティング操作の一環として「各種の生
産物の利用可能な供給」そのものを需要斉合という観点から見直すべきであ
るとする製品政策の役割が示唆されていると考えられる。
皿 PLC,購買決定因，製品差別化
(1) PLCと消費者の購買決定因の推移
製造業者は，通常， 多種多様な製品空間のなかからある一定の製品ライ
ン，製品アイテムを選択し，それらにたいして自己のブランドを付与しなが
ら特定の組合わせ＝製品ミックスを形成している。消費者に提供される一連
の商品群が全体としてかれらの欲求や需要に適合しているかどうか，すなわ
ち製品集合レペルでの需給斉合がいかにおこなわれているかということは，
個別的な製品レベルにおける需給斉合のあり方に依存している。とはいえ，
(22) Alderson (1957] p. 199. (228ページ）。
(23) Ibid., p.198. (227ページ）。
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そのことが妥当性をもつのは，前節でみたように，個別的な製品レベルでの
供給と需要が「1対1」ないし「1対多」での対応性を自己表現しうるとき
にすぎない。
この個別的な需給斉合の実硯可能性を見る場合重要な要因の1つとなるの
は，製品ミックスを構成するそれぞれの商品が製品周期 (PLC)上のどの段
階に位置しているかという点である。その理由は PLCの各時期にある商品
にたいする消費者の購買行動やその前提としての製品特性についての評価基
準なり評価ウエイトが異なるだろうという仮説に求められる。
横田氏は， PLCと製品計画の関係， すなわち，いかにライフサイクル別
に顧客のニーズが異なるか，それが製品計画とどのように関連しているかに
ついて実証分析をおこなった。
まず，代表的な家電製品を 4つのライフサイクルに分類する。評定の結
果，①「導入期」に該当する製品群ーーレーザー・ディスク，パソコン，
CD, ③「成長期」製品群ーーウォークマン， ビデオ，電気カーペット，⑧
「成熟期」製品群—カラー・テレビ， ラジカセ，クーラ―，④「衰退期」
製品群—白黒テレビ，扇風機，電気あんま機，となった。これらのライフ
サイクル別の製品の購入状況を分析する（が検定）なかで， 消費者によっ
て評価された30の購買決定因のうち「性能」，「耐久性」，「デザイン」，「サイ
ズ」，「操作の簡便性」，「安全性」， 「低価格商品」， 「アフター ・サー ビス」，
「高品質」の9個の決定因が有意なものと隠められた。そして，これらの購
買決定因の選択比率を PLCの各時期に該当する製品ごとにチェックするこ
(24) 
とによってその変化パクーンを検出する。
以上の分析作業の結果， PLCと購買決定の要因・条件との関連について
みると，（1）導入期では， 「操作の簡便性」と「高品質」， （2）成長期では，「安
全性」と「デザイン」，（3）成熟期では，「アフクー・サービス」と「サイズ」，
(4:)衰退期では， 「安全性」と「低価格商品」がそれぞれ強く要望される購貿
決定因であることが判明した。 これを購買決定因の観点からみると次の4
(24) 横田澄司，前掲書， 180,183-184ペー ジ。
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タイプに分類される。 (1)「高品質」「操作の簡便性」は， 導入期の比重がも
っとも高く， ライフサイクルの段階が移行するにつれて選択されなくなる。
(2)「低価格商品」「耐久性」「サイズ」はその逆でライフサイクルの進行とと
もに選択される傾向にある。 (3)「アフター・サービス」「性能」は導入期と
成熟期で選択のウエイトが高く成長期，衰退期には低い。 (4)「安全性」「デ
ザイン」はちょうどその逆で，いったん多く選択されるが次の段階では下降
(25) 
線をたどり，さらに再び選択されて上昇するという変化傾向を示す。
このような分析結果のもつマーケティング政策・活動上の含意に言及して
(26) 
横田氏は，以下の3点を指摘される。第1に，家電製品の購買決定因のうち
「製品属性」がどの製品についても重要となることから，企業にとっては製
品の企画・開発・製造および市場への放出の各過程で徹底した「性能」の管
理がもっとも必要である。第2に， 4つのライフサイクル時期においてとく
に評価の高い購買決定因が明らかにされたが，同時にそれらは各時期におけ
る家電製品の改良点にほかならない。第3に， ライフサイクルの各時期のあ
いだに有意性のみられなかった購買決定因（「メーカー名」， 「値引き」， 「経
済性」，「保証制度」）も決して無視されるものではなく， むしろ逆にどの時
期においても当然考慮されるべき要因といえる。
対市場関連での最適な製品ミックス＝生産者品揃え物の決定，すなわち，
消費者の需要の総体＝消費者品揃え物の特性との明確な対応性を欠く「不確
定な商品集合」ではなくそれへの適合を包摂した「より確定的な商品集合」
を提供しようとするなら，ここでとりあげられた消費者サイドにおける製品
属性評価がふまえられなければならない。そこには消費者の欲求構造が反映
しているからである。また，各製品が PLCのどの段階に位置しているかに
よって属性評価は異なる。横田氏の実態分析は， Aldersonのいう需給斉合
過程のなかの形態付与および適合調整の両局面においてはこうした点が当然
考慮されるべきであることを具体的に示したものといえよう。
(25) 同上書， 186-188,201-202ペー ジ。
(26) 同上書， 197-198ページ。ここでの指摘は分析結果の全体についてのマーケテ
ィング上の意義の一部にすぎない。
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PLC概念は， 従来， マーケティング計画およぴ戦略の観点から有効な枠
（町）
組みを与えるものと位置づけられてきた。新製品の開発導入，既存製品の改
良または廃棄といった製品政策だけでなく広告，販売促進，価格など一連の
マーケティング戦略は基本的にすべてこの PLCに立脚している。しかし，
市場ないし顧客とマーケティング戦略ミックスとのいわば接点にあたる肝心
の製品特性やそれをとりまく諸条件（価格， サー ビスなど）， およびこれら
にたいする消費者の評価がどのようなものかについてその実態は十分明確に
されてきていない。横田氏の研究はこの点を明らかにしようとする試みであ
る。基本的な傾向としてみるなら，導入期の製品については革新受容過程を
促進するうえで「操作の簡便性」や「高品質」などいわば本来的・機能的使
用価値が重要であるが成長期，成熟期と進むにつれて「デザイン」「サイズ」
といった非本来的・副次的使用価値や「アフクー・サービス」（＝販売促進
政策）に評価ウエイトが移行していき， 衰退期においては「低価格」（＝価
格政策）というように本来の製品属性以外の要素の比重が増大していること
が示されている（衰退期の「安全性」を例外として）。
とはいえ，この横田氏の分析の仕方については家電製品を PLCの各時期
に対応させるやり方の妥当性や30に及ぶ購買決定要因・条件相互のあいだの
独立性についての問題点が指摘されよう。 PLCは， 技術変化，市場の成熟
度，競争構造の相互作用によって規定される新規製品の差別的優位性の漸次
的喪失過程を売上高や需要ないし収益性などの指標によって時系列的に示し
た1つの概念モデルにほかならない。集計水準を製品クラス，製品形態，プ
(28) 
ランドのいずれにおくべきかという議論もある。横田氏自身によっても言及
(27) Cf. P. Kotler, Market切gManagement: Analysis, Pla””切ga叫 Control,
5th ed., Prentice-Hall, 1984, p. 362. 
(28) PLCについては Journalof Marke血g,Vol. 45, Fall 1981. で゜特集が組ま
れており最近の議論が概観されている。この一部を紹介したものとして，山本義
徳「プロダクト・ライフサイクルをめぐる諸問題」「阪南論集（社会科学編）」
第20巻第2号， 1984年11月，他に，滝沢茂・大橋皓介「製品ライフ・サイクル論
の問題点と今後の課題」「慶応経営論集」第3巻第2号， 1982年2月を参照。
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されているこれらの問題をふまえた製品のライフサイクル分類が望まれる。
また，購買決定因の含意では例えば製品属性に限定しても「性能」，「高品
質」，「耐久性」，「経済性」，「安全性」があげられており，．内容的な重複が一
部みられる。
横田氏の問題意識を発展させる方向でのより重要な問題は次の2点であ
る。第1は， PLC各段階への購買決定因の特定化について。両者の対応性
を検討すると， 「安全性」が成長期と衰退期の双方にみられるが，これはそ
れぞれの段階に該当するとみなされている製品群のうちの電気ヵーペットお
よび電気あんま機の製品特性に大きく影響されたものであるとはいえ注目さ
れる。「デザイン」「サイズ」は分析結果がらみると成長期と成熟期にそれぞ
れ固有のものというよりむしろ衰退期も含めて3つの時期に共通して重視さ
れる要因となっている。「性能」要因が導入期と次いで成熟期に高い比率を
示しているとされるが，主に導入期において消費需要を基本的に喚起するの
に対して成熟期においてはいかなる意味で消費者サイドからの商品（ブラン
ド）間の選好の基本的な基準となるのか。他方，導入期における「アフクー
・サービス」のウエイトはそれほど高くはないにしても一定の水準を示して
いる。
これらの問題群は，ある意味では家電製品についての購買決定因の PLC
別の特定化と， PLC上での決定因の推移パクーンの分類という横田氏の2
つの分析結果＝結論のあいだでのソゴを反映したものでもある。 PLCの各
段階毎に識別された第1次的な購買決定因と副次的な決定因や横田氏自身も
念をおされている PLCのあらゆる段階に共通な決定因などの関連も考慮さ
れねばならない。 PLCの各段階と購買決定因との対応関係の確定作業はい
ま少し慎重を要するであろう。
第2に， その特定化をおこなう場合により本質的な問題であるが， PLC
の諸段階と購買決定因とのあいだの因果構造の解明が常に追求されねばなら
ない。横田氏の分析の特徴の1つとして機能主義ないしシステム観があげら
れる。マーケティング活動を構成するさまざまな変数間の相互依存性，相互
78(436) 第 30巻第4• 5号
影善過程を主として取扱うことによってそれらに内在する因果関係が究明で
(29) 
きるとしているが，必ずしもその意図が成功しているとはいえない。さきの
製品属性評価が消費者の価値観やライフスタイルにもとづいていわばかれを
とりまく諸関係とは相対的に独自になされるという構図は示されているが
（詳細は次節で検討）， 他方， その属性評価が PLCの各段階におけるマー
ケティング戦略（そのなかには当然製品政策も含まれる）によってある度合
いにおいて影響を受けざるをえないというアスペクトについてはそれほど注
意が向けられていない。 その結果， PLCの各時期にある製品に対置された
「改良される製品コンセプト」の内容が実際には「操作された」消費者需要
を媒介とする製品政策の反映物の要素を含みうるという事態を正当にとらえ
ることが困難となる。もちろん，このことは購買決定因の分析で示された消
費者需要がすべて「操作された」ものであるということを意味しない。そこ
には何らかの懸隔が見出せよう。 PLCとの関わりでマーケティング活動は
消費者の欲求構造および製品属性評価構造にたいしてどのような影響を及ぼ
すことが期待されているのか，あるいはそのようなものとしての差別的優位
性の獲得をめざした製品差別化政策がいかなる論理にもとづいて展開されて
いるのか，この点の検討が次の課題である。 （未完）
(29) 横田澄司，前掲書， i,5-6ペー ジを参照。
